
議第89号

       令和 ５ 年度宮津市水道事業会計補正予算（第１号）

第 １ 条  令和５年度水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

第 ２ 条  令和５年度水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

　　（ 科　　　　目 ） （既決予定額） (補正予定額) （　計　）

収              入

   第 １ 款    水道事業収益 △６５９千円 ７３７，９３６千円

      第 ２ 項  営業外収益 △６５９千円 １６６，０３１千円

支              出

   第 １ 款    水道事業費用 △９３０千円 ６４５，３０７千円

      第 １ 項  営業費用 △９３０千円 ５９０，３４４千円

第 ３ 条  予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２７５，５４３千円」を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

   ２７６，０７３千円」に、「消費税及び地方消費税資本的収支調整額３７，８００千円」を「消費税及び地方消費税資本的収支調整額３７，７７８千円」に、「損益

　勘定留保資金２３７，７４３千円」を「損益勘定留保資金２３８，２９５千円」に改め、資本的支出の予定額を次のとおり補正する。

 

　　（ 科　　　　目 ） （既決予定額） (補正予定額) （　計　）

支              出

   第 １ 款    資本的支出 ６９３，１７７千円  ５３０千円 ６９３，７０７千円

      第 １ 項  建設改良費 ４４２，５７７千円  ５３０千円 ４４３，１０７千円

第 ４ 条  予算第８条に定めた経費の金額を次のように改める。

　　（ 科　　　　目 ） （既決予定額） (補正予定額) （　計　）

      職員給与費 ７６，５４６千円 △６５６千円 ７５，８９０千円

６４６，２３７千円

５９１，２７４千円

１６６，６９０千円

７３８，５９５千円
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第 ５ 条  予算第９条の補助金の金額を次のように改める。

　　（ 科　　　　目 ） （既決予定額） (補正予定額) （　計　）

      一般会計からの補助金 ８７，３６４千円 △６５９千円 ８６，７０５千円

        令和５年11月28日提出

宮津市長    城　　﨑　　雅　　文
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  収      入

補正前の額 補正額 計 区　　分

1 水道事業収益 738,595 △ 659 737,936

2 営業外収益 166,690 △ 659 166,031

2 他会計補助金 19,754 △ 659 19,095 他会計補助金 △ 659 一般会計補助金

  支      出   

補正前の額 補正額 計 区　　分

1 水道事業費用 646,237 △ 930 645,307

1 営業費用 591,274 △ 930 590,344

1 原水及び浄水費 189,236 △ 89 189,147 給料 △ 334 職員給与費 △ 89

手当 230 　一般職職員給与費

法定福利費 15

2 配水及び給水費 57,328 961 58,289 給料 120 職員給与費 961

手当 171 　一般職職員給与費

報酬 289

法定福利費 381

3 総係費 76,128 △ 1,802 74,326 給料 △ 954 職員給与費 △ 2,058

手当 △ 265 　一般職職員給与費

賞与引当金繰入額 △ 85 営業業務費 256

法定福利費 △ 353 　営業業務費

退職給与金 △ 141

会費負担金 △ 4

△ 89

961

△ 2,058

256

（単位：千円）

款     項 目
予　定　額 節

説　　　明
金    額

金    額

水道事業会計補正予算（第１号）実施計画及び各目明細書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）

款     項 目
予　定　額 節

説　　　明
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   支      出

補正前の額 補正額 計 区　　分

1 資本的支出 693,177 530 693,707

1 建設改良費 442,577 530 443,107

1 拡張改良費 223,878 530 224,408 給料 74 職員給与費 530

手当 282 　一般職員職員給与費

法定福利費 174

530

（単位：千円）

款     項 目
予　定　額 節

説　　　明
金    額

資 本 的 支 出
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（ 単位： 円 ）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 73,071,000

減価償却費 267,562,000

固定資産除却費 780,000

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 85,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0

長期前受金戻入額 △ 66,209,000

資本費繰入収益 △ 67,610,000

受取利息 △ 100,000

支払利息 44,997,000

未収金の増減額（△は増加） △ 1,693,695

未払金の増減額（△は減少） △ 54,182,796

たな卸資産の増減額（△は増加） 10,000

前受金の増減額（△は減少） △ 1,182,030

預り金の増減額（△は減少） 0

　小　　計 195,357,479

利息の受取額 100,000

利息の支払額 △ 44,997,000

　業務活動によるキャッシュ・フロー 150,460,479

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 545,476,000

投資活動による未収金等の増減額（△は増加） △ 33,203,100

投資活動による前払金等の増減額（△は増加） 0

投資活動による未払金等の増減額（△は減少） △ 438,162,093

長期前受金の受け入れによる収入 43,133,000

他会計からの繰入金による収入 67,610,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 906,098,193

令和５年度  水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）
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３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 533,800,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 249,026,331

リース債務の返済による支出 0

その他の他会計借入金の返済による支出 △ 5,790,223

他会計からの出資による収入 1,101,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー 280,084,446

△ 475,553,268

745,058,395

269,505,127

資 金 増 加 額

資 金 期 首 残 高

資 金 期 末 残 高
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令和6年3月31日

（ 単位： 円 ）

１ 固定資産

（１）

ア 196,323,068

イ 371,453,557

105,914,878 265,538,679

ウ 9,093,501,147

3,581,353,053 5,512,148,094

エ 2,164,829,630

1,206,324,951 958,504,679

オ 5,795,028

4,831,192 963,836

カ 12,365,815

9,724,387 2,641,428

キ 24,631,699

23,400,113 1,231,586

ク 137,519,000

7,074,870,370

7,074,870,370

２ 流動資産

（１） 269,505,127

（２） 110,970,300

ア △ 700,000 110,270,300

（３） 0

（４） 5,703,577

（５） 0

（６） 0

385,479,004

7,460,349,374

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

未 収 金

貸 倒 引 当 金

有 価 証 券

貯 蔵 品

前 払 費 用

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

令和５年度  水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

資 産 の 部

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物
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３ 固定負債

（１） 4,222,798,394

（２） 0

（３） 10,842,000

ア 10,842,000

（４） 117,574,415

4,351,214,809

４ 流動負債

（１） 238,298,016

（２） 0

（３） 14,498,000

（４） 591,018

（５） 4,642,000

ア 4,642,000

（６） 7,148,185

265,177,219

５ 繰延収益

（１） 2,997,236,984

（２）長期前受金収益化累計額 △ 1,479,224,374

1,518,012,610

6,134,404,638

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

賞 与 引 当 金

その他流動負債

流 動 負 債 合 計

企 業 債

リ ー ス 債 務

未 払 金

前 受 金

引 当 金

リ ー ス 債 務

引 当 金

修 繕 引 当 金

その他固定負債

固 定 負 債 合 計

負 債 の 部

企 業 債
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６ 資本金 818,455,574

７ 剰余金

（１）

ア 9,535,976

イ 1,550,000

ウ 15,155

エ 30,390

オ 36,003,255

47,134,776

（２）利益剰余金

ア 0

イ 79,691,046

ウ 300,000,000

エ 80,663,340

460,354,386

507,489,162

1,325,944,736

7,460,349,374

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

工 事 負 担 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

資 本 剰 余 金

再 評 価 積 立 金

受 贈 財 産 評 価 額

寄 附 金

資 本 の 部
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注記

Ⅰ.重要な会計方針
1 　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　○○原価法による先入先出法
2 　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）
・減価償却の方法 　定額法による。
・主な耐用年数
　建物 14年～50年
　構築物 ３年～80年
　機械及び装置 ２年～20年
　車両運搬具 ５年
　工具器具及び備品 ２年～15年

(2) リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

3 　引当金の計上方法
(1) 賞与引当金

(2) 貸倒引当金
債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

4 　消費税及び地方消費税の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ.その他の注記
1 　新会計基準移行に係る経過措置

(1) 修繕引当金に関する経過措置
平成26年３月31日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

2 　引当金の取り崩し
(1) 賞与引当金
　　当年度において期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費を支給するため、賞与引当金4,686,000円を取り崩す予定で
　ある。
(2) 貸倒引当金
　　当年度において水道料金を不納欠損するため、貸倒引当金700,000円を取り崩す予定である。

　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度における支給見込額に基づき、当年度の
　負担に属する額を計上している。
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給　　与　　費　　明　　細　　書

　　　１　総　　括

ア　会計年度任用職員以外の職員

区　　　分 備　　　考

8,887 6,455

31,076

17,936 41,293

10,506

23,357

23,997 55,073

6

(人) (千円)

8

一般職 報　酬

(千円)

職 員 数

特別職 合　計

(人) (千円)

給　料 手当等 福利費

(千円)

計

(千円) (千円)

0

△ 1,527

6 47,084

2

(千円) (千円) 

扶　養

手　当区　分

比　較

1,554

補正後

(千円) 

1,356

(千円) 

組合負担金

(千円) 

手　当

(千円) (千円) (千円) 

手　当勤務手当

(千円) 

補　正　前

手　当

住　居

手

当

等

の

内

訳 △15△198

補正前

△141△36

20

20

2170

6,741

6,524

3,644

3,785

0 61

5,225 236 5,527

5,491

勤　勉期　末管理職員特別管理職

△ 112

666 572

666 557

74

△ 997△ 1,094

(千円) 

手　当 勤 務 手 当

通　勤

(千円) 

手　当

5,225 297

8,813

32,170

△ 1,168

(千円) 

手　　当

単身赴任

手　　当手　当

特殊勤務

48,611

56,279

356

△ 1,206 209

10,297

7,318

3,153

174

66,576

35

530

17,965

15,342

△ 1,562

65,579

7,353

18,495

退職手当時 間 外 宿日直

0

比　　　較 資本勘定支弁職員

合　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員補　正　後

合　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

損益勘定支弁職員

0

給　　与　　費

8

6,173

24,109

14,986

法　定

△ 3940

282

2

22,189 17,542 39,731

2,979
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イ　会計年度任用職員

備　　　考

　

　※職員数欄の（　　）内は短時間勤務職員で外数である。

退職手当

補正後

補正前 332

補　正　後

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

補　正　前

比　　　較

・

手

当

等

の

内

訳

・

区　分

通　勤 特殊勤務

合　計

(人) (人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

一般職 報　酬 給　料 手当等 計 福利費区　　　分

職 員 数 給　　与　　費 法　定

特別職

比　較 52

宿日直

384

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 

組合負担金手　当 手　　当 勤務手当 手　当 手　当

時 間 外 期　末

合　　計 ( 0 ) 289 52 341 341

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員 ( 0 ) 289 52 341 341

合　　計 ( 5 ) 9,638 332 9,970 9,970

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員 ( 5 ) 9,638 332 9,970 9,970

合　　計 ( 5 ) 9,927 384 10,311

10,311

10,311

10,311

(千円)

( 5 ) 9,927 384
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          ２　給料及び手当等の増減額の明細

増 減 額
（千円）

給　　料 △ 1,094 　給与改定による増減分

　その他の増減分

職員手当等 △ 112 　給与改定による増減分 　期末手当

　勤勉 〃

　退職手当組合負担金

　その他の増減分 　扶養手当

　通勤 〃

　管理職 〃

　期末 〃

　勤勉 〃

　退職手当組合負担金

          ３　級　別　職　員　数

職員数(人) 構成比(％) 級 構成比(％)

　  １  

１　 １２.５ ２

３　 ３７.５ ３ ５０.０ 

３　 ３７.５ ４ ３７.５ 

１　 １２.５ ５ １２.５ 

　  ６

８　 １００.０ 計 １００.０ 

区　分

380 

△ 168 

61 

△ 1,298 

△ 492 

△ 1,298 　昇格・昇任等による増減

１

２

級 職員数(人)

５ 年 １１ 月 １ 日現在 ５ 年 １ 月 １ 日現在

計 ８  

行

政

職

  

  

４  

３  

５

６

３

４

１  

  

区　　分 増 減 事 由 別 内 訳 説                  明
（千円） （千円）

備                           考

給与改定の状況

　給料の改定率　　　１．１％

204 

△ 207 

△ 198 

35 

182 

171 

27 

△ 15 

　給与改定実施時期　５年４月
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